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ペアレント・トレーニングとは

近年発達障害者支援の枠組みで、親が適切な養育方法

を習得することで子どもが呈する問題の改善を目指すペ

アレント・トレーニング（以下、PTと表記）に、注目が

集まっている。発達障害者支援体制整備の一環として

PTを推進している厚生労働省は、PTを「発達障害者の

親が自分の子どもの行動を理解したり、発達障害の特性

をふまえた褒め方やしかり方を学ぶための支援」と定義

している（厚生労働省,2015）。また、大隈・免田・伊藤

（2001）はより限定的に、「親は自分の子どもに対する最

良の治療者になれるという考えに基づき、親に子どもの

養育技術を獲得させるトレーニング」であるとし（大隈・

免田・伊藤,2001,p.41）、適応行動を獲得させたり問題

行動を減少させたりするために、子どもの環境の中心に

ある親が子どもの行動変容のための方法を学習すること

で、日常生活の中で子どもを具体的かつ明確に治療でき

るようにすることである、と述べている。特に本邦で多

く用いられているAD/HDに対するPTに関しては、養

育の失敗を指摘され自信を失っているAD/HDの親が

多いという現状を鑑み、親がAD/HDや子ども自身の特

性を理解した上で、自分で子どもの問題を解決したとい

う実感を持てるように、「子どもの日常生活の必要性に応

じて行動技法を選択し組み合わせていく系統的プログラ

ムである」（大隈・免田・伊藤,2001,p.47）としている。

これらの定義が示すようにPTは、親が子どもの特性や

行動特徴を理解することを助け、親子関係の改善を促し

つつ、具体的な養育技術を習得させることで共同治療者

しての親を訓練し、その結果子どもの適切行動を増加さ

せ、不適切行動を減少させるもの、との理解がなされて

いると言えるだろう。

ではそもそも、PTはどの様な文脈の中で生じてきた

のだろうか。Brookman-Frazee, Stahmer, Baker-

Ericzen,&Tsai(2006)によるとPTは、オペラント条

件付けを用いて子どもの適応的行動を増やすことを目的

として、1960年代にアメリカで始まった。当時は、知的

障害や自閉症を持つ子の親が日常場面で専門家による介

入の般化・維持を促進するように、また、破壊的行動障

害（DBD）を持つ子の親が家庭で直接子どもを訓練でき

るようにと、それぞれ別個の試みとして始まったが、い

ずれのPTも治療者としての親を重視し、高度に構造化

されたプログラムを提供するという共通の方向へ発展を

遂げた。その後PTで学習した行動が家庭外の活動へ応

用されない場合もあることが明らかとなり、コミュニ

ティ現場での般化促進するために、より自然な方法での

介入の開発が進められていった。そうした流れの中で、

DBDへのPTとASDへのPTは異なる方向へと発展

していくこととなる。すなわち、DBDへのPTでは親の

ストレスマネジメントやコミュニケーションスキルと

いった親側の要因を直接ターゲットとするプログラムが

考案されていった。その一方でASDへのPTでは、自然

な方法での介入が発展したことに伴い副次的に親側のス

トレスが軽減したと同時に、ASD児特有の発達のムラや

親に対する反応性の乏しさが親のストレスを増強してい

ることが明らかとなり、短期的な問題行動よりも発達の

凸凹といった生涯にわたる課題に焦点を当てるように

なっていったのである（Brookman-Frazee et al.,2006）。

そうした２つの起源を持つPTはその後、改良を加えら

れながら小児心身症や非行児、AD/HD、高機能自閉症の

子どもを持つ親及び親子関係障害がある親など、DBD

やASDに限らず様々な問題を持つ子どもの親に利用さ

れるようになっている（大隈・伊藤,2005）。

このような流れを受けて、現在PTの意義としては主

に、１.生活文脈での支援となり、成果を日常生活に反映
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しやすいこと ２.常に支援が可能となり、適切行動を習

得しやすくなること ３.より良い親子関係に有益であ

ること ４.子どものQOLを日常的に高めることが可

能となること ５.親の仲間づくりに繋がること ６.親

のエンパワメントとなること ７.ローコストであるこ

と、の７点が強調されている（高坂・常田,2013）。これ

らは、大きく２つの要素に分けられる。１つは、日常場

面で関わる親が適切な支援を行う事で、専門家のアプ

ローチをより日常生活に活きる形で定着しやすくすると

いう側面である。これは、共同治療者としての親をいか

に育てていくか、という観点で考えることができるだろ

う。もう１つは、子どもの不適切行動により育児効力感

が低下している親に適切な養育方法を習得してもらう事

で、親の育児効力感や精神的健康を向上させ、親子関係

の改善を図り、最終的に子どもの適切行動の増加を期待

する、という側面である。これは、親子関係をいかにサ

ポートし、家族全体の精神的健康度を上げていくか、と

いう観点から考えることができるだろう。これに関連し

て中田・温泉（2013）は、PTには行動強化アプローチと

関係強化アプローチの２つのアプローチがあることを指

摘している。すなわち、学習と条件付けの理論を基礎と

して、子どもの問題行動を適応行動に置き換えるために、

行動のきっかけ及び結果へ介入することに主眼を置く行

動変容アプローチと、子どもの不適応行動を減少させる

ために、肯定的コミュニケーションや問題解決能力など

により親子関係を強化することに主眼を置く関係強化ア

プローチである。先に述べたPTが持つ意義の２要素の

うち前者が行動強化アプローチに、後者が関係強化アプ

ローチに対応したものだと考えられるだろう。そして、

日本における発達障害を対象としたPTとして中心的に

実施されている肥前式プログラムと精研式プログラム

（中田,2010）は、肥前式プログラムが行動変容アプロー

チに、精研式プログラムが関係強化アプローチに重点を

置いているプログラムだと捉えることができる。以下で

はその２つのPTプログラムに焦点を当ててゆく。

肥前式PTは、国立肥前療養所が開発したPTで、目標

行動を1つに固定し、三項随伴性を用いてその行動獲得

や減少を目指すプログラムである（中田・温泉,2013）。

そのためプログラムの主目的は、親が子どもの行動を理

解し養育技術を向上させることで子どもの生活技術や問

題行動を改善することだが、同時に子育ての自信回復や

親子関係の改善も目指されている（温泉,2015）。AD/

HD対象のプログラムでは、AD/HD及び行動療法の概

要や、トークン、視覚化・構造化といった具体的スキル

に関する講義を受け、それらへの理解を深めると共に、

グループミーティングで実際の目標行動を決定・観察・

実践する等、個別課題の検討を行っていく（大隈・伊藤,

2005）。肥前式PTの効果に関しては、母親による子ども

の目標行動評定が改善するだけでなく、親の養育上のス

トレスを測定するQRSや抑うつを測定するBDIが減少

し、親の養育技術の知識や向上を測定するKBPACが増

加することが指摘されている（大隈・伊藤,2005）。

それに対し精研式PTは、米国カリフォルニア大学ロ

スアンゼルス校の精神神経学研究所が開発したプログラ

ムを取り入れたPTであり（中田・温泉,2013）、発達障

害のある子どもの行動を理解し、効果的な対処法をグ

ループワークの中で習得していくことで、子どもの適応

行動を増やし親子関係を安定化することを目指す（岩坂,

2015）。内容としては、子どもの呈する行動を好ましい行

動・減らしたい行動・無くしたい行動の3タイプに分け

た上で好ましい行動に注目して行動観察を行い、「褒め

る」ことに重点を置いて指示・無視するテクニックを習

得していく（岩坂,2015）。プログラムの中で行動理論の

専門用語ではなく平易な言葉を用いることも、精研式

PTの特徴であると言える。精研式PTの効果に関連し

て佐藤・植田・小川（2010）は、精研式PTを参考に作成

したPTプログラムが、母親の状態不安（STAI）や抑う

つ感（CES-D）、子どもへの非難・不満・厳格さ・盲従と

いったTK式診断的新親子関係検査で測定される養育

態度の低減に効果があることを指摘している。また同研

究では、ADHD-RSの点数に有意な差は見られなかった

ものの、多くの母親が子どもの行動が改善したという実

感を持ったとの結果も出ている。その一方で、褒められ

ないことによる葛藤や自責感によりプログラムの経過で

状態不安が高まった参加者もいたことは留意する必要が

あるだろう。このように、肥前式PTと精研式PTはアプ

ローチがやや異なるものの、双方とも親から見た子ども

の行動及び親の精神的健康度の改善に対する効果が実証

されているプログラムだと言える。

そして、発達障害児の親を対象に開発された肥前式親

訓練プログラム（HPST）からAD/HDの特徴に合わせ

たプログラムが開発される（大隈・伊藤,2005）等、対

象や状況に合わせて多様なプログラムが開発されてい

る。そのように多様なプログラムが開発される背景とし

て、同一のPTを実施した場合でも、対象となる家庭の子

どもがAD/HDのみを持っている場合とAD/HDと高

機能広汎性発達障害を併発する場合で効果が異なる事が

指摘される（富沢・佐藤・横山,2013）など、単に様々

な対象にPTを適用すれば良いのではなく、その対象に

特化したプログラムの開発を進めていく必要性が明らか
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となったことが挙げられる。そのため現在は、様々な対

象に特化した多様なプログラムが組まれており、それに

伴いPTの効果研究においても、広汎性発達障害を対象

としたPTの効果の検討（例えば、津田・田中・高原・橋

本,2012）や、AD/HDを対象としたPTの効果の検討

（例えば、富澤他,2008）など、各対象に対して開発さ

れた多様なプログラムの効果が各々検討されている。そ

のように、開発されたPTの効果が個別に検討されてい

る一方で、近年ではAD/HD等単一の対象に対するPT

の効果をメタアナリシスによって検討したものや（例え

ば、Lee,Niew,Yang,Chen,& Lin,2012）、PTプログ

ラムの効果とそのプログラムの一環として実施される場

合もある心理教育の効果をRCTにより比較し、PTプロ

グラム全体としての効果を検討したもの（Bearss et al.,

2015）もあり、現在様々な側面から様々な研究デザイン

を用いてPTの効果が検証されていると言える。

しかしながら、そうした効果研究のほとんどは親によ

る家庭における子どもの行動評価や親の精神的健康度に

関するものであり、その他の評価者や指標を用いた研究

は少ない。そうした中で、発達障害を直接的な対象とし

たものではないが、様々な評価者により多角的にPTの

効果を検証したものとして、Serketich＆Dumas（1996）

が26本の研究を対象に行ったメタアナリシスがある。そ

れによると、幼児期・児童期の反社会的行動に対するPT

の効果サイズは全体でd＝0.86であり、評定者別に効果

サイズをみると、親評定でd＝0.84、教師評定でd＝

0.73、観察者による行動観察ではd＝0.85であり、家庭

と学校双方で治療効果が認められた。このことから、発

達障害児の親に対するPTが子どもの学校における行動

にも影響を与える可能性があると考えられる。しかし

Valdez,Carlson,& Zanger(2005)が指摘するように、

PTが学校現場へ一般化できているかについてはほとん

ど検討がなされていないのが現状であり、学校現場にお

ける子どもの変化に焦点を当てた研究はほとんど見当た

らない。また、PTの効果が家庭では認められても学校で

は認められない場合も報告されている（Drugli& Lars-

son,2006）ことから、PTの効果を家庭と学校双方から

捉えることは、効果的なPTを開発する上で重要である

と言えるだろう。また支援について考える上でも、発達

障害を持つ子どもはクラスメイトと関わり、認められ、

クラスに馴染むことで落ち着きを獲得していくというサ

イクルがあることが示唆されている（河野,2015）よう

に、子どもが多くの時間を過ごし、多くの他者と関わる

場である学校における子どもに対する周囲の評価は、子

どもに大きく影響を与えると考えられる。発達障害児が

学校不適応を生じる要因に注目すると、問題行動に対し

教師による適切な対応がなされないために、発達障害児

の問題行動が増悪するという悪循環があり、その結果二

次的に精神疾患等の問題が併発する場合もあることが指

摘されている（杉山,2000）。これらのことから、学校現

場における行動に焦点を当てることは、子どもの問題行

動を扱うためだけでなく、不登校や精神疾患等二次障害

の防止を考える上でも有用であると考えられる。現在、

PTにより適応行動が増え不適応行動が減ることで、子

ども自身のセルフエスティームが伸び、うつや非行等の

二次障害が予防されることも指摘されている（岩坂,

2011）。学校での行動に焦点化したPTの効果検討は、PT

と二次障害の関係をより詳細に検討することにも役立ち

うる、重要な視点だと考えられる。

そこで本論考では、PTの効果が学校でどのように表

れているのかに関して具体的な事例を通して検討し、現

在開発が進められている学校版PTの概要に触れた上

で、今後のPTの開発及び効果検証に求められる要素に

ついて考察する。

PTの学校での評価に関する事例紹介

本項では、PTの効果が学校でどのように評価されて

いるかについて示唆している事例を２例紹介し、学校現

場におけるPTの評価の現状と、そこから窺える課題に

ついて整理する。

事例の１つ目は、島宗・竹田（2010）による、特別支

援学校におけるPTプログラムの開発・実施過程の報告

である。この研究では、プログラム参加者の担任にプロ

グラムの内容に関するアンケートを繰り返し行い、こま

めに教員の評価内容を検討している。PTの学校での効

果に焦点を当てた研究自体が少ない中、アンケートを用

いて教員の評価を数値化している研究は貴重と考えられ

たため、本論文で紹介する事例として選定した。

事例の２つ目は、今西・岩坂・玉村（2013）による、

発達障害傾向のある不登校児童の支援に関する事例研究

である。この事例では不登校支援教室での取り組みと並

行して保護者へのPTを行っており、それらの支援によ

る児童・保護者・担任の変化を見て取ることができる。

教員によるPTの評価自体を直接的に扱ったものではな

いが、PTに伴う教員側の変化について具体例を通して

示唆していると考えられたため、こちらも本論文で紹介

する事例として選定した。
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①島宗・竹田（2010）の事例

島宗・竹田（2010）は、特別支援学校の教員が中心と

なって開発した保護者向けのプログラムの経過報告及び

その効果の検証を行った研究である。この研究において

島宗・竹田は、徳島県立国府養護学校（現徳島県立国府

支援学校）と協力し、４段階に渡るプログラムの開発・

改善・検証を行っている。各段階の内容は以下の通りで

ある。

・第１期：開発テスト

（教材を作成しながら、研究に協力的な保護者へプロ

グラムを試行する。本格的な実施のための前提条件の

探索を目的とする）

・第２期：妥当性テスト

（教材・プログラムを改善し、公募による参加者に試

行する。現実的な条件での効果の検証を目的とする）

・第３期：実施テスト

（島宗・竹田による支援を最小にし、教員が中心となっ

てプログラムを実施する）

・第４期：維持テスト

（研究開発事業ではなく、学校が主体的に取り組む保

護者向けサービスとして、プログラムを継続的に運用

する）

各段階で実施されたプログラムの詳細は以下の通りで

ある。

・第１期のプログラム内容

全８回からなる学習会形式で、平日の午前中に実施さ

れたものである。前半の１時間は講義形式、後半の１時

間は個別の演習形式である。講義・演習等の内容は表１

の通りである。参加者は研究に協力的と思われる保護者

の中から依頼を受けた２名の女性であり、両者とも自閉

症の診断を受けた小学３年生の子を持っている。

・第２期のプログラム内容

講義の順番が一部変更された以外は、第１期とほぼ同

じ内容で実施されている。参加者は公募を受けて申し込

みをした５名の保護者である。各児童は小学３～５年で

あり、４名が自閉症、１名が知的障害の診断を受けてい

る。

・第３期のプログラム内容

第２期と同じ内容で実施されたものである。参加者は

公募を受けて申し込みをした５名の保護者である。各児

童は小学１～４年生で、全員が自閉症の診断を受けてい

る。

※第３期で大学からの共同研究としての支援は終了して

いるため、第４期以降に関しては論文中に詳述されて

いない。

この研究では、第１期～第３期の全てにおいて、対象

表１ 島宗・竹田（2010）のプログラムの内容

回 講義 演習 宿題

１ ・オリエンテーション

・行動観察と記録

・減らしたい行動、増やし

たい行動を書きだす

・家庭での行動観察と記録

２ ・困った行動を減らす関わ

り（行動のしくみ）

・記録をもとに指導目標を

設定

・家庭での行動観察の記録

３ ・自閉症の障害特性の理解 ・「手続き作成表」の記入 ・家庭での行動観察の記録

４ ・よい行動を強化する関わ

り（好きなものさがし）

・「グラフシート」の記入

・「ほめ方ワークシート」の

記入

・「ほめ方ワークシート」の

記録

５ ・サポートブックを作ろう ・「サポートブック」の作成 ・「サポートブック」の作成

６ ・県内の福祉施設の情報 ・「サポートブック」の作成 ・「サポートブック」の作成

７ ・子育てを楽しんでいます

か

・その後の様子について話

を聞き、相談する

８ ・行動は維持しています

か

・その後の様子について話

を聞き、相談する
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児の担任を対象としたアンケート調査を行い、プログラ

ムの効果を評価している。加えて、第１期においては小

学部全教員に対しても、プログラムに関するアンケート

を行っている。担任及び小学部全教員による評価の詳細

は、以下に紹介する通りである。

・担任からの評価

対象児の担任を対象とした、プログラムの効果に関す

るアンケート調査の結果は、表２の通りである。表中の

数字は４段階評価のアンケートの平均値であり、アン

ケートでは「全くそう思わない」を１、「そう思わない」

を２、「そう思う」を３、「とてもそう思う」を４として

いる。

第１期～第３期にかけて、アンケートの平均点数はい

ずれも３以上と肯定的である。また、このアンケートに

は自由記述欄も設けられており、その回答の中には保護

者の変化を肯定的に評価するものが多い（「お母さんの表

情が穏やかになった」「子どもを適切な場面でほめたり、

適切な方法で支援できている」「プラス思考で考えられる

ようになった」など）。このことから、PTによって担任

の生徒への評価が高まるだけではなく、保護者への評価

の向上や信頼関係の形成が促されると窺える。

・小学部教員全員からの評価

第１期のプログラム終了後に小学部全教員に配布され

たアンケート（配布数31、回収数27）は、プログラム継

続の実施のための情報収集を目的としたものであり、担

任教員以外からのPTへの評価が窺える内容となってい

る。このアンケートでは、全員の教員が「学校で保護者

の支援をすることは必要である」と回答しており、担任

以外にもPTの重要性がある程度は伝わっているように

窺える。また、「今後、学習会を継続するためにはどこが

主催すればよいか 」という項目に関して、「学校と保護

者」と答える教員が最も多く（32％）、学校現場において

保護者との連携が重視されている状況が窺える。

いずれのアンケート調査からも、教員が発達障害児支

援における保護者の影響力を重視していることが見受け

られる。PTを通して、担任が保護者に対する肯定的な評

価を自由記述で具体的に述べている点からも、発達障害

児支援における保護者への期待の強さが窺える。

このため、PTは学校現場において、「子どもの行動変

容を促すもの」としてだけではなく「保護者の支援能力

を高め、教員との関係を円滑にするもの」としても評価

されうると考えられる。教員の保護者への期待が大きい

分、PTにより子どもの行動変容が促されることは、教員

にとって「保護者への信頼感を強固にする」という意義

を持つと考えられる。

②今西他（2013）の事例

今西他（2013）は、不登校支援教室で実践された発達

障害傾向のある不登校児童への支援について報告してい

る。対象となっているのは17人のPDD圏内にある児童

であり、特に言語発達遅滞、社会性やコミュニケーショ

ンの問題が大きい。

支援の内容は、対象児を小学生・中学生のグループに

分け、週３回のソーシャルスキルトレーニング及び学習

支援を合計15週行うというものである。また、この支援

において特徴的なのは、子どもの活動と並行してPTを

表２ 島宗・竹田（2010）における担任の主観的評価

質問項目 第１期

（n＝2）

第２期

（n＝5）

第３期

（n＝5）

１.学習会が始まって家庭の指導

について保護者と話したり協力す

ることが増えたか

3.5 3.2 3.2

２.指導目標は適切であったか 3.5 3.2 3.4

３.指導内容は適切であったか 3.5 3.4 3.2

４.保護者が家庭で指導すること

により子どもの行動に変化があっ

たか

4.0 3.1 3.2

５.保護者の考え方や子どもへの

関わり方に変化があったか

3.5 3.0 3.2
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実践している点である。その内容は表３に示した通りで

あり、個別のトレーニングではなく保護者同士で参加す

るグループ制となっている。また、必要に応じて保護者

への個別面談も実施されている。

今西他（2013）では、以上の支援を受けた児童や保護

者の変化、及び担任の変化について具体例を挙げて説明

している。その例からは、トレーニングを受ける前の保

護者の問題点として、児童の問題への理解が深まらず、

学校側との連携を積極的に行うことができていない、と

いうものがあると窺える。

例えば、上記の支援を受けた保護者の中には、支援を

受ける前に他機関のカウンセリングを３年間受けていた

ものの、その間ずっと学校への協力を求められていな

かった、というケースがある。また、その子どもの担任

に関しても、前任者から充分な引き継ぎを受けておらず、

保護者との関わりが乏しい、という問題があったと指摘

されている。この保護者はPT及び個別面談を通して、子

どもの認知特性について理解を深めるための助言を受け

たと報告されている。これにより保護者の精神的な安定

が促され、結果的に担任との信頼関係もある程度構築さ

れたように窺える。この事例からは、子どもの特性につ

いて充分に把握する機会を持たない保護者は学校への援

助要請もしづらい、という様子が見受けられる。

今西他（2013）では他にも、保護者が子どもの登校を

諦めて対策を取っていなかったところ、支援を経て子ど

もと担任との面談を実現させた事例などが紹介されてい

る。このことから、PTの「保護者と学校の連携を促す」

という意義が見て取れる。この事例研究では、教員のPT

への評価そのものについては直接的に言及されていない

が、トレーニング後に教員も積極的に保護者及び児童と

の関わりを持ち始めた例が挙げられている。このため、

島宗・竹田（2010）で示唆されていた内容と同様に、PT

が教員から「自身と保護者との関係を円滑にするもの」

として評価される可能性が見て取れる。

PTの学校での評価に関する問題点

以上２つの事例から、PTの重要な意義として教員と

保護者の連携促進があり、学校現場においてはその効果

が高く評価されやすいという可能性が窺える。一方で、

上記の事例はいずれも、教員によるPTの評価のみに焦

点を当てたものではなく、支援者による教員への働きか

けも行われているため、そのような働きかけがない場合

の評価内容に関しては不明な点が多い、という限界点が

ある。

例えば島宗・竹田（2010）では、プログラムのメイン

トレーナーが対象児の担任に随時連絡を取って児童に関

する情報交換を行っている。また、小学部全教員の72％

が評価前にプログラムに関する資料を閲覧している。さ

らに今西他（2013）でも、支援者が対象児の行動観察・

心理検査に基づいて担任に助言を行っている。この２事

例ではいずれもPTの効果（子どもの行動変容、保護者と

教員の連携強化）が見て取れ、教員も概ねその効果を肯

定的に捉えているように窺えるが、これらの結果には「教

員自身が支援者によって発達障害への理解を深めたこ

と」も強く影響していると考えられる。換言すれば、PT

が学校現場において効果を発揮するためには、保護者の

みではなく教員の強化も重要であるということが窺え

る。

さらに、島宗・竹田（2010）は、学校でPTを実施する

場合の障壁として「教員の時間的余裕のなさ」を指摘し

ている。この研究において小学部教員に行われたアン

ケートでも、プログラムの開催希望時期について「夏期

休業中」という回答が最も多く（59％）、通常の授業が行

われている間は多忙さから発達障害児の支援が充分に行

いにくい、という問題が窺える。上記の２事例に関して

表３ 今西他（2013）におけるPTの内容

回 内容

第１回 自分を知ろう（行動の３分割）

第２回 ○の行動を褒めてみよう

第３回 いいところ探しをしてみよう

第４回 一緒に楽しもう（親子タイムの方法）

第５回 見過ごしのワザを身につけよう

第６回 褒める・叱るワザ

第７回 振り返ってみよう
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は、いずれも教員が支援に協力的であるが、多くの学校

現場ではそのような余裕を持たない教員が多数派である

という可能性も考えられる。このため、PTの学校現場で

の評価についてより詳しく検討するためには、発達障害

支援に充分に携われない教員がPTをどう評価している

かについての研究が必要と考えられる。しかし、現在そ

のような観点からの研究は乏しい。

そうした中、教員の障害理解をより直接的に促進し、

かつ教員が親に対してPTを行うよりも教員の負担が少

ないと考えられる、学校版PTの開発が進められている。

次項では現在開発・効果検証されている学校版PTにつ

いて紹介する。

学校版 PTとは

本項では、PTの効果を学校にももたらすことを目的

に開発が進められている学校版PTの概要を確認し、支

援における学校版PTの可能性について整理する。

発達障害児の行動と教師の対応との関連について、高

機能広汎性発達障害児の学校適応を検討した林（2011）

は、学校で問題行動を示す児童に対して学校側が問題背

景を理解した上で問題行動発生前に適切な対応を行った

ことで、12例中９例で問題行動が著減したことを指摘し

た。このように、親や心理・医療の専門職だけではなく

学校関係者が問題行動に適切な対処を行えるようになる

ことは、子どもの学校における適応行動を増加させ、学

校適応を促進すると考えられる。また、教員が問題行動

へのPTの講習を受けた後、教員の心の健康度が上がり、

心の疲労度が下がることも指摘されており（佐藤,

2010）、教員がPTプログラムに関する知識を習得するこ

とは、子どもの適応行動と教員の精神的健康の双方に

とって有意義なものと考えられる。そのような教師の可

能性に焦点を当て、近年ではPTを応用した学校版PT、

すなわちティーチャー・トレーニング（TT）の開発も進

められている。例えば岩坂・池島・小野・久松・藤原（2005）

は、PTプログラムのタイムアウトや親子タイムといっ

た内容を省き、学校で実施しやすい内容に改変したPT

教師版を開発・実施している。その結果、子どもに対す

る教員の肯定的注目が促進され、子どもの適応行動も増

加したという。また知名（2008）は、奈良教育大学で実

践されているPTを学校現場用に修正し、教師が受け持

つ子どもの呈する問題行動へ具体的対応を考えること、

ロールプレイで練習した上で実践すること、子どもの変

化を観察すること、の３点を中心とするトレーニングを

実施した。その結果、教師自身で問題に対処できるとい

う自信が教師をエンパワメントし、教員同士のコミュニ

ケーションが活発化し、学校内外での協力関係の形成が

促されたという。このように、教員がPTを親に実施した

りその評価をしたりするだけでなく、教員自らがPTの

要素を学び、実践していくことで、子どもの行動を媒介

としてコミュニティが連携して子どもを支援する体制の

整備が、促され得るのである。

前項で述べた通り、従来のPTにも親と学校の連携を

促進する機能があると考えられるが、従来のPTの学校

現場における評価については未だ不明瞭な部分が大き

い。そのため、従来のPTと学校版PTが連携促進という

点でどの様な違いがあるのか、また、子どもへの効果や

影響はどの様に異なるのかについては、明らかになって

いない。次項ではこのような問題点及び学校版PTの可

能性をふまえ、今後の課題について考察する。

考察

本稿では、発達障害児支援において近年有効性が指摘

されているPTを概観し、本邦における事例の検討を

行った。

PTの教育現場への応用や、教師の直接的な参加・連携

に関しては、少数ながら事例が存在し（岩坂他,2005；

中村,2013）、いずれも親との役割分担による効果の向上

や学級や学校全体の風土への波及効果といった有用性が

示されている。しかし前述の通り、本邦においては「教

員の時間的余裕のなさ」が報告されており、教員にPTへ

の直接的な参加を促すこと、特に教員がPTを実施する

ことは、時間的な制約から実現可能性が高くないと考え

られる。

一方で、学校現場において教師がPTの評価を行うこ

とは、生徒に関する情報交換や資料の閲覧などを含めて

も直接的な参加と比較して負担が少なく、実現可能性が

高い。また、前述の通り、PTの評価は単なる対象児の行

動の得点化に留まるものではなく、対象児の行動変容の

変化に注目することを通して、生徒への評価の向上や保

護者との連携の促進に繋がることが示唆されている。

よって、教員による学校におけるPTの評価は、実現可

能性が低くなく、PTの効果の向上も期待できる点で、今

後の発展が切望されると考えられる。

しかしながら、本邦においては前述のように教育現場

に着目したPTの研究は未だ少数であり、不明瞭な部分

が大きい。また、本稿で検討した事例はいずれも教員が

PTに協力的であると同時に、「教員自身が支援者によっ

て発達障害への理解を深め」ており、多忙などによりPT
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への積極的な協力が困難である教員が評価を行った際

も、上記のような生徒への評価の向上や保護者との連携

の促進といった効果に繋がるかに関しては定かではな

い。

以上のことから今後のPT研究においては、その有効

性を最大限に引き出し、対象児の学校をはじめとする社

会への適応を向上させるため、教育現場がどのように関

わっていくべきかに関して知見を蓄積していくことが重

要であると考えられる。特に、本邦においては教員の多

数を占めると推測される、多忙などの要因によりPTに

対する積極的な協力が困難である教員に着目し、PTの

効果をどのように評価しているのか理解することは、今

後のPTの発展に有用であると考えられる。さらに、その

ような多忙な教員においては、PTの評価を通して生徒

への評価の向上や保護者との連携の促進といった効果は

生じるのか、生じる場合、その効果を高めるためにはど

のような実施上の工夫が有効であるのか検討を進めてい

くことで、本邦の教育現場の現状に即した有効なPTの

開発が促されると考えられる。
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